
 

法第 28 条第 1項関係「前事業年度の事業報告書」 

 

令和 6 年度の事業報告書 

 

令和 6 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日まで 

 

 

認定特定非営利活動法人富士山クラブ 

 

１ 事業の成果 

富士山の環境保全実践活動として、清掃、外来植物防除、森づくり活動を実施しました。活動 10回を迎え

た山梨静岡両県開催の「ぐるり富士山風景街道一周清掃」では山梨側の運営を担当、地元ボランティアとご

みを拾いながら道路利用者へ国道沿いのポイ捨てごみ防止を啓発しました。産官民一体となった「海洋プラ

スチックごみ防止 6R 県民運動清掃活動」イベントの運営も担当し、海岸の漂着ごみやポイ捨てごみを、海に

流れ出る前に回収することができました。河口湖、スバルライン五合目、富士山麓の国道沿線で続ける外来

植物防除は、集中月間や重点エリア、優先防除植物を決めるなど、専門家の助言を受けながら効果的な防除

方法を模索しながら実施しました。里山・奥山と位置付けたエリアで実施する森づくり活動は、森林整備や

木こり体験などのプログラムを実施しました。保全活動と併せ、麓の青木ヶ原樹海、中腹の西臼塚、五合目

のお中道などを散策するプログラムを提供、参加者と富士山の自然の素晴らしさと保全の必要性を共有し、

活動に取り組んでいただくことができました。 

富士山の調査事業として、富士登山シーズン中に静岡側行政との協働で「富士山のごみ持ち帰りマナー向

上キャンペーン」「富士宮口登山道状況調査」を実施、外国人登山客に向けたごみ持ち帰りに関する認知度調

査と、登山道でのごみ状況調査を実施しました。 

富士山に関する講演会等の企画として、6月に防災シンポジウムを開催、2月には富士山の日フォーラムを

開催し、地震や火山への防災に関心のある方、国内外の山岳地域への支援活動に関心のある方にご参加いた

だきました。 

各調査成果に関しては、委託先行政へ報告書を提出、情報発信はホームページ、メールマガジン、活動報

告書、会報、SNS を活用して実施しました。 

休眠預金等活用事業では、「悩みや困難を抱えた子どもと家族のための地域連携支援プログラム」（緊急枠）

にて、山梨県内で子育て、教育、女性への支援を行う 7 民間団体へ、資金分配団体として助成金給付と伴走

支援を実施しました。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

（１） 特定非営利活動に係る事業 

定款事業名 事業内容 
実施 

日時 

実施 

場所 

従事者 

の人数 

受益対象者の範囲

及び人数 

支出額 

（千円） 

富士山の環境保

全実践活動 
富士山清掃活動 

外来植物防除活動 

R6.4～R7.3 山梨県 
静岡県 

1,368 人 市民、企業、教育機

関、団体 
不特定多数 

5,067 

自然体験活動 

啓発・教育活動 

R6.4～R7.3 山梨県 
静岡県 
東京都 
オンライン 

616 人 市民、企業、教育機

関、団体 
不特定多数 

1,091 

森づくり活動 
R6.4～R7.3 静岡県 299 人 市民、企業、教育機

関、団体 
不特定多数 

3,991 

富士山の環境保

全に関わるネッ

トワークの構築 

地域ネットワーク

との協働 

R6.4～R7.3 全国 6 人 市民、企業、教育機

関、団体 
不特定多数 

－ 



 

富士山の自然環

境の調査研究及

び政策提言活動 

富士山のごみの持

ち帰りマナー向上

対策事業 

R6.5～R6.11 静岡県 12 人 市民、企業、教育機

関、地域団体 
不特定多数 

1,278 

富士宮口登山道ご

み状況等調査 

R6.7～R6.10 静岡県 6 人 市民、企業、教育機

関、地域団体 
不特定多数 

258 

富士山に関する

講演会及び講座

などの企画並び

に開催 

防災シンポジウム

開催 

R6.6 山梨県 42 人 富士山、支援活動に

関心のある市民 

不特定多数 

132 

富士河口湖町国際

交流事業 

R6.11-R7.3 山梨県 69 人 市民、企業、教育機

関、地域団体 
不特定多数 

282 

富士山の日フォー

ラム開催 

R7.2 東京都 54 人 全国富士山に関心の

ある市民 

不特定多数 

119 

各調査研究成果、

情報誌並びに広

報誌の刊行 

活動報告書作成 

R6.4～R7.3 山梨県 
静岡県 

5 人 全国 

不特定多数 
― 

ホームページでの

調査研究成果・実践

活動成果の発表 

R6.4～R7.3 山梨県 
静岡県 

5 人 全国 

不特定多数 
126 

その他前条の目

的を達成するた

めに必要な事業 

休眠預金等活用事

業 

R6.4～R7.3 山梨県 33 人 山梨県民（こどもと

その家族、若年女性）

2,312 人 

 

45,295 

 

（２） その他の事業 

      本法人はその他の事業を行わない。 


